
長野県及び長野県下のすべての市町村に犯罪被害者等の支援に特化した条例が制定

されることを求める会長声明

１ 平成１６年に犯罪被害者等基本法（以下「基本法」という。）が制定され、犯罪

被害者等（犯罪等により害を被った者及びその家族又は遺族をいう。）が、個人の

尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい処遇を保障される権利を有することや、

被害を受けたときから再び平穏な生活を営むことができるようになるまでの間、

必要な支援等を途切れることなく受けることができるような施策を講ぜられるこ

と等の基本理念が定められた。

２ 基本法には、 国だけでなく地方公共団体にもこれらの基本理念にのっとり、そ

の地方公共団体の地域の状況に応じた被害者等を支援する施策を策定・実施する

責務があると明記されている。

  かかる責務を果たすため、近年、地方公共団体において犯罪被害者等の支援に

特化した条例（以下、「条例」という。）を制定する動きが広がっている。

令和２年４月１日現在、２１都道府県、７政令指定都市、３２６市区町村にお

いて条例が制定されている（令和２年版犯罪被害者白書）。さらに、現在において

も複数の県や市区町村において条例の制定が検討されているとのことである。

条例が制定されることにより地方公共団体の責務や支援内容、被害者等の権利

が明確化され、計画的継続的な支援活動が可能となり、また、支援に当たる行政

職員や地域住民の意識向上にもつながることが指摘されている。

３ 長野県内では、長年、県にも市町村にもまったく条例がなかったが、令和２年

９月１８日に埴科郡坂城町で県内初の条例が制定された。

その後、長野県議会９月定例会本会議において、条例についての代表質問が行

われ、これに対し、阿部守一知事が条例の制定も含めて、具体的な対応を検討し

ていきたいと述べるなど、条例制定に向けた気運が高まっている。

長野県内においても犯罪被害者等の権利利益の保護が図られる社会の実現に向

け、新たな一歩が踏み出されたことは大いに歓迎されることである。

４ 基本法には、国だけでなく地方公共団体にも「相談及び情報の提供」、「損害賠

償の請求についての援助」、「給付金の支給に係る制度の充実等」、「保健医療サー

ビス・福祉サービスの提供」、「犯罪被害者等の二次被害防止・安全確保」、「居住・



雇用の安定」、「刑事に関する手続への参加の機会を拡充するための制度の整備」

等の各項目について、施策を講ずることを求めており、条例には最低限これらの

項目について、規定されるべきである。

５ また、長野県は全国第４位の広い面積と全国第２位の７７市町村という多くの

市町村をかかえている点に特徴がある。

まず、総合的かつ計画的な犯罪被害者支援を実現するためには、長野県が、県

下の各市町村の指針となるべき施策を盛り込んだ条例を制定し、リーダーシップ

をとることや各市町村との連携の軸となることが不可欠である。かかる条例の制

定は、長野県が掲げる「最高品質の行政サービスを提供し、ふるさと長野県の発

展と県民のしあわせの実現に貢献」するとの行政経営理念からも要請されるとこ

ろである。加えて、観光地である長野県の特性から県内に住所を有しない犯罪被

害者に対する支援内容を規定することも検討されるべきである。

そして、長野県下の各市町村においても、第一次的な相談窓口としての役割や、

具体的な住民への支援を実施する内容を定めた条例が制定されるべきである。

例えば、「給付金の支給に係る制度の充実等」については、長野県と市町村が連

携し、住民の生活に密着したサービスの多くを担っている市町村においては簡易

かつ迅速な手続による生活費の支給等の支援を行い、また、市町村よりも豊富な

人員や予算を有する長野県においては、より大規模な経済的支援を行うこと等も

期待される。

地域の状況に応じ特色を反映した条例の制定のため、当会としても、これまで

「犯罪被害者等支援条例」のモデル案を作成し自治体に提供するなどして働きか

けを行ってきたところであるが、今後も条例の研究や具体的な条例・条文の検討

策定等について協力を惜しまない。

６ 以上から、当会は、長野県及び長野県下のすべての市町村に対して、犯罪被害

者等の支援に特化した条例を制定するよう求める。
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